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  本書は有価証券報告書の訂正報告書を金融商品取引法第27条の30の２に
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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

平成19年６月28日に提出いたしました第２期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)に係

る有価証券報告書の記載事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の

訂正報告書を提出するものであります。 

 

２ 【訂正事項】 

第一部 企業情報 

 第１ 企業の概況 

  １ 主要な経営指標等の推移 

   (1) 当連結会計年度の前４連結会計年度及び当連結会計年度に係る次に掲げる主要な経営指

標等の推移 

 第２ 事業の状況 

  １ 業績等の概要 

   (キャッシュ・フローの状況) 

   (参考) 

    連結自己資本比率（第一基準） 

  ３ 対処すべき課題 

   (1) 中期経営計画 

   (成長戦略) 

  ７ 財政状態および経営成績の分析 

   ３ 自己資本比率(第一基準) 

 

３ 【訂正箇所】 

訂正箇所は  を付して表示しております。 
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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 当連結会計年度の前４連結会計年度及び当連結会計年度に係る次に掲げる主要な経営指標等の推

移 

(訂正前) 

 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 

 

(自平成14年
４月１日

至平成15年
３月31日)

(自平成15年
４月１日

至平成16年
３月31日)

(自平成16年
４月１日

至平成17年
３月31日)

(自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日) 

(自平成18年
４月１日

至平成19年
３月31日)

      
      
      

連結自己資本比率 
(第一基準) 

％ 10.84 12.95 11.76 12.20 12.58

      
      
      

(注) (省略) 
５ 連結自己資本比率は、平成18年度から、銀行法第52条の25の規定に基づく平成18年金融庁告示第20号に

定められた算式に基づき算出しております。当社は第一基準を採用しております。なお、平成17年度以
前は、銀行法第52条の25の規定に基づく平成10年大蔵省告示第62号に定められた算式に基づき算出して
おります。 

６ 連結株価収益率は、平成14年度は、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 
７ 当社は、平成17年10月１日に株式会社ＵＦＪホールディングスと合併し、商号を株式会社三菱ＵＦＪフ

ィナンシャル・グループに変更しました。このため、平成16年度までは株式会社三菱東京フィナンシャ
ル・グループの計数を記載しており、平成17年度については、平成17年９月30日までが株式会社三菱東
京フィナンシャル・グループ、平成17年10月１日以降は株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ
からなる計数を記載しております。 

 

(訂正後) 

 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 

 

(自平成14年
４月１日

至平成15年
３月31日)

(自平成15年
４月１日

至平成16年
３月31日)

(自平成16年
４月１日

至平成17年
３月31日)

(自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日) 

(自平成18年
４月１日

至平成19年
３月31日)

      
      
      

連結自己資本比率 
(第一基準) 

％ 10.84 12.95 11.76 12.20 12.54

      
      
      

(注) (省略) 
５ 連結自己資本比率は、平成18年度から、銀行法第52条の25の規定に基づく平成18年金融庁告示第20号に

定められた算式に基づき算出しております。当社は第一基準を採用しております。なお、平成17年度以
前は、銀行法第52条の25の規定に基づく平成10年大蔵省告示第62号に定められた算式に基づき算出して
おります。 

６ 連結株価収益率は、平成14年度は、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 
７ 当社は、平成17年10月１日に株式会社ＵＦＪホールディングスと合併し、商号を株式会社三菱ＵＦＪフ

ィナンシャル・グループに変更しました。このため、平成16年度までは株式会社三菱東京フィナンシャ
ル・グループの計数を記載しており、平成17年度については、平成17年９月30日までが株式会社三菱東
京フィナンシャル・グループ、平成17年10月１日以降は株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ
からなる計数を記載しております。 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(キャッシュ・フローの状況) 

(訂正前) 

(省略) 

 

第一基準による連結自己資本比率は12.58％となりました。 

 

(訂正後) 

(省略) 

 

第一基準による連結自己資本比率は12.54％となりました。 
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(参考) 

自己資本比率は、平成19年３月31日から、銀行法第52条の25の規定に基づき、銀行持株会社が銀行持

株会社及びその子会社の保有する資産等に照らしそれらの自己資本の充実の状況が適当であるかどうか

を判断するための基準(平成18年金融庁告示第20号。以下、「告示」という。)に定められた算式に基づ

き、連結ベースについて算出しております。なお、平成18年３月31日は銀行法第52条の25の規定に基づ

き連結自己資本比率の基準を定める件(平成10年大蔵省告示第62号。以下、「旧告示」という。)に定め

られた算式に基づき、連結ベースについて算出しております。 

なお、当社は、第一基準を適用のうえ、信用リスク・アセットの算出においては基礎的内部格付手法

を、オペレーショナル・リスク相当額の算出においては粗利益配分手法を採用するとともに、マーケッ

ト・リスク規制を導入しております。 
 

連結自己資本比率（第一基準） 

(訂正前) 
 

平成18年３月31日 平成19年３月31日 
項目 

金額(百万円) 金額(百万円) 
      
      
      
     
     
     
  適格引当金が期待損失額を上回る額  ― 17,979
     
     
     
  計  6,293,712 5,718,212

 

補完的項目 
（Tier２） 

 うち自己資本への算入額 (Ｂ) 6,293,712 5,718,212
      
      
      
 控除項目  控除項目(注６) (Ｄ) 334,996 423,979

 自己資本額  (Ａ)＋(Ｂ)＋(Ｃ)－(Ｄ) (Ｅ) 13,460,397 13,349,104

  資産(オン・バランス)項目  93,892,334 82,754,773
     
     
     
  信用リスク・アセットの額 (Ｆ) 108,929,592 97,913,518
     
     
     
 

リスク・ 
アセット等 

 計((Ｆ)＋(Ｇ)＋(Ｉ)＋(Ｋ)) (Ｌ) 110,292,682 106,048,263

連結自己資本比率(第一基準)＝(Ｅ)／(Ｌ)×100(％)  12.20 12.58

（参考）Tier１比率＝(Ａ)／(Ｌ)×100(％)  ― 7.59

(注) １ 当社の連結子会社である株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は、平成18年５月22日付でメリルリンチ・グルー
プより連結子会社であるエム・ユー・ストラテジックパートナー株式会社が発行した優先株式を購入す
る売買契約を締結したため、平成18年３月31日の連結子会社の少数株主持分から1,200億円を控除して
おります。 

２ 平成18年３月31日の繰延税金資産の純額に相当する額は623,176百万円であり、繰延税金資産の算入上
限額は3,000,672百万円であります。 
また、平成19年３月31日の繰延税金資産の純額に相当する額は71,389百万円であり、繰延税金資産の算
入上限額は2,416,461百万円であります。 

３ 告示第５条第２項(旧告示第４条第２項)に掲げるもの、すなわち、ステップ・アップ金利等の特約を付
すなど償還を行う蓋然性を有する株式等(海外特別目的会社の発行する優先出資証券を含む。)でありま
す。 

４ 告示第６条第１項第４号(旧告示第５条第１項第４号)に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質の
すべてを有するものであります。 

 (1) 無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること 
 (2) 一定の場合を除き、償還されないものであること 
 (3) 業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること 
 (4) 利払い義務の延期が認められるものであること 
５ 告示第６条第１項第５号及び第６号(旧告示第５条第１項第５号及び第６号)に掲げるものであります。

ただし、期限付劣後債務は契約時における償還期間が５年を超えるものに限られております。 
６ 告示第８条第１項第１号から第６号(旧告示第７条第１項)に掲げるものであり、第１号(旧告示第７条

第１項第１号)に掲げる他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額、及び第２号(旧告示第７条
第１項第２号)に規定するものに対する投資に相当する額が含まれております。 

 



ファイル名:0102010_0805200141906.doc 更新日時:2008/06/19 11:49 印刷日時:2008/06/1911:51 

― 6 ― 

(訂正後) 
 

平成18年３月31日 平成19年３月31日 
項目 

金額(百万円) 金額(百万円) 
      
      
      
     
     
     
  適格引当金が期待損失額を上回る額  ― 17,753
     
     
     
  計  6,293,712 5,717,985
 

補完的項目 
（Tier２） 

 うち自己資本への算入額 (Ｂ) 6,293,712 5,717,985
      
      
      
 控除項目  控除項目(注６) (Ｄ) 334,996 428,381

 自己資本額  (Ａ)＋(Ｂ)＋(Ｃ)－(Ｄ) (Ｅ) 13,460,397 13,344,476

  資産(オン・バランス)項目  93,892,334 83,102,016
     
     
     
  信用リスク・アセットの額 (Ｆ) 108,929,592 98,260,761
     
     
     
 

リスク・ 
アセット等 

 計((Ｆ)＋(Ｇ)＋(Ｉ)＋(Ｋ)) (Ｌ) 110,292,682 106,395,506

連結自己資本比率(第一基準)＝(Ｅ)／(Ｌ)×100(％)  12.20 12.54

（参考）Tier１比率＝(Ａ)／(Ｌ)×100(％)  ― 7.57

(注) １ 当社の連結子会社である株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は、平成18年５月22日付でメリルリンチ・グルー
プより連結子会社であるエム・ユー・ストラテジックパートナー株式会社が発行した優先株式を購入す
る売買契約を締結したため、平成18年３月31日の連結子会社の少数株主持分から1,200億円を控除して
おります。 

２ 平成18年３月31日の繰延税金資産の純額に相当する額は623,176百万円であり、繰延税金資産の算入上
限額は3,000,672百万円であります。 
また、平成19年３月31日の繰延税金資産の純額に相当する額は71,389百万円であり、繰延税金資産の算
入上限額は2,416,461百万円であります。 

３ 告示第５条第２項(旧告示第４条第２項)に掲げるもの、すなわち、ステップ・アップ金利等の特約を付
すなど償還を行う蓋然性を有する株式等(海外特別目的会社の発行する優先出資証券を含む。)でありま
す。 

４ 告示第６条第１項第４号(旧告示第５条第１項第４号)に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質の
すべてを有するものであります。 

 (1) 無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること 
 (2) 一定の場合を除き、償還されないものであること 
 (3) 業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること 
 (4) 利払い義務の延期が認められるものであること 
５ 告示第６条第１項第５号及び第６号(旧告示第５条第１項第５号及び第６号)に掲げるものであります。

ただし、期限付劣後債務は契約時における償還期間が５年を超えるものに限られております。 
６ 告示第８条第１項第１号から第６号(旧告示第７条第１項)に掲げるものであり、第１号(旧告示第７条

第１項第１号)に掲げる他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額、及び第２号(旧告示第７条
第１項第２号)に規定するものに対する投資に相当する額が含まれております。 
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３ 【対処すべき課題】 

(1）中期経営計画 

(省略) 

 

(成長戦略) 

(訂正前) 

(省略) 

成長戦略を支える資本政策としては、「成長性確保・収益力強化のための資本活用」、「自己資本

の充実」、「株主の皆さまへの利益還元の充実」の３つのバランスをとって推進し、当社グループの

企業価値を向上させてまいります。自己資本については、自己資本比率12％を維持しつつ(平成18年度

末12.58％)、Tier１比率8％(平成18年度末7.59％)を目指すとともに、株主の皆さまへの利益還元につ

いては、配当金額の継続的な増加に努め、中期的には連結当期純利益に対する配当性向を20％程度(平

成18年度12.7％)に高めるよう努力してまいります。また、平成19年６月開催の株主総会における定款

変更案のご承認を受けて、株式分割および単元株制度移行による当社株式の投資単位の引下げを予定

しております。 

 

(訂正後) 

(省略) 

成長戦略を支える資本政策としては、「成長性確保・収益力強化のための資本活用」、「自己資本

の充実」、「株主の皆さまへの利益還元の充実」の３つのバランスをとって推進し、当社グループの

企業価値を向上させてまいります。自己資本については、自己資本比率12％を維持しつつ(平成18年度

末12.54％)、Tier１比率8％(平成18年度末7.57％)を目指すとともに、株主の皆さまへの利益還元につ

いては、配当金額の継続的な増加に努め、中期的には連結当期純利益に対する配当性向を20％程度(平

成18年度12.7％)に高めるよう努力してまいります。また、平成19年６月開催の株主総会における定款

変更案のご承認を受けて、株式分割および単元株制度移行による当社株式の投資単位の引下げを予定

しております。 
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７ 【財政状態および経営成績の分析】 

(訂正前) 

当連結会計年度の財政状態および経営成績の分析は、以下のとおりであります。 

なお、本項に記載した将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであり、

リスクと不確実性を内包しているため、将来生じる実際の結果と大きく異なる可能性もありますので、

ご留意下さい。 

 

(1) 当連結会計年度の連結業務純益(一般貸倒引当金繰入前・信託勘定償却前)は、新規連結要因も

あり、前連結会計年度比3,553億円増加して１兆6,527億円となりました。また、当期純利益は

1,102億円増加して8,809億円となりました。 

 

(2) 当連結会計年度における上記以外の成果としては、次の２点があげられます。 

① 自己資本の一層の充実 

ＭＵＦＧでは、資本の質にも留意しつつ、自己資本比率12％、 Tier１比率８％の達成を目指

しておりますが、当連結会計年度末から新基準であるバーゼルⅡを適用した自己資本比率は、

全体では12.58％、コアの資本であるTier１比率は7.59％となり、財務基盤の強化が着実に進み

ました。 

 

また、当連結会計年度末における繰延税金資産の純額は、課税所得の計上により繰越欠損金

が減少したことを主因として、前連結会計年度末から大きく減少し、Tier１に占める割合は

0.8％まで低下いたしました。資本の質についても問題のない状況にあります。 

 

(訂正後) 

当連結会計年度の財政状態および経営成績の分析は、以下のとおりであります。 

なお、本項に記載した将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであり、

リスクと不確実性を内包しているため、将来生じる実際の結果と大きく異なる可能性もありますので、

ご留意下さい。 

 

(1) 当連結会計年度の連結業務純益(一般貸倒引当金繰入前・信託勘定償却前)は、新規連結要因も

あり、前連結会計年度比3,553億円増加して１兆6,527億円となりました。また、当期純利益は

1,102億円増加して8,809億円となりました。 

 

(2) 当連結会計年度における上記以外の成果としては、次の２点があげられます。 

① 自己資本の一層の充実 

ＭＵＦＧでは、資本の質にも留意しつつ、自己資本比率12％、 Tier１比率８％の達成を目指

しておりますが、当連結会計年度末から新基準であるバーゼルⅡを適用した自己資本比率は、

全体では12.54％、コアの資本であるTier１比率は7.57％となり、財務基盤の強化が着実に進み

ました。 

 

また、当連結会計年度末における繰延税金資産の純額は、課税所得の計上により繰越欠損金

が減少したことを主因として、前連結会計年度末から大きく減少し、Tier１に占める割合は

0.8％まで低下いたしました。資本の質についても問題のない状況にあります。 
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３ 自己資本比率(第一基準) 

(訂正前) 

自己資本は、当期純利益の積上げによる基本的項目(Tier１)の増加があったものの、新制度の適用

による貸倒引当金計上基準の変更等により、補完的項目(Tier２)が減少したため、前連結会計年度末

比1,112億円減少して13兆3,491億円となりました。 

リスク・アセットは、新制度適用によるマーケットリスクの増加やオペレーショナルリスクの追加

に伴う増加額を信用リスクの減少額が上回ったため、前連結会計年度末比４兆2,444億円減少して106

兆482億円となりました。 

以上より、自己資本比率(第一基準)は、前連結会計年度末比0.38ポイント上昇して12.58％、Tier１

比率は、前連結会計年度末比0.79ポイント上昇して7.59％となりました。 
 

 

前連結 
会計年度末 

(A) 
(億円) 

当連結 
会計年度末 

(B) 
(億円) 

前連結 
会計年度末比

(B-A) 
(億円) 

   
   
   

補完的項目 (Tier2) (B) 62,937 57,182 △5,755

   
   
   

控除項目 (D) 3,349 4,239 889

自己資本＝(A)＋(B)＋(C)－(D) (E) 134,603 133,491 △1,112

リスク・アセット (F) 1,102,926 1,060,482 △42,444

自己資本比率＝(E)÷(F)  12.20％ 12.58％ 0.38％

Tier１比率＝(A)÷(F)  6.80％ 7.59％ 0.79％

(注) 自己資本比率は、当連結会計年度末から、銀行法第52条の25の規定に基づく平成18年金融庁告示第20号に

定められた算式に基づき算出しております。 

尚、前連結会計年度末計数は、銀行法第52条の25の規定に基づく平成10年大蔵省告示第62号に定められた

算式に基づき算出しております。 
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(訂正後) 

自己資本は、当期純利益の積上げによる基本的項目(Tier１)の増加があったものの、新制度の適用

による貸倒引当金計上基準の変更等により、補完的項目(Tier２)が減少したため、前連結会計年度末

比1,159億円減少して13兆3,444億円となりました。 

リスク・アセットは、新制度適用によるマーケットリスクの増加やオペレーショナルリスクの追加

に伴う増加額を信用リスクの減少額が上回ったため、前連結会計年度末比３兆8,971億円減少して106

兆3,955億円となりました。 

以上より、自己資本比率(第一基準)は、前連結会計年度末比0.33ポイント上昇して12.54％、Tier１

比率は、前連結会計年度末比0.76ポイント上昇して7.57％となりました。 
 

 

前連結 
会計年度末 

(A) 
(億円) 

当連結 
会計年度末 

(B) 
(億円) 

前連結 
会計年度末比

(B-A) 
(億円) 

   
   
   

補完的項目 (Tier2) (B) 62,937 57,179 △5,757

   
   
   

控除項目 (D) 3,349 4,283 933

自己資本＝(A)＋(B)＋(C)－(D) (E) 134,603 133,444 △1,159

リスク・アセット (F) 1,102,926 1,063,955 △38,971

自己資本比率＝(E)÷(F)  12.20％ 12.54％ 0.33％

Tier１比率＝(A)÷(F)  6.80％ 7.57％ 0.76％

(注) 自己資本比率は、当連結会計年度末から、銀行法第52条の25の規定に基づく平成18年金融庁告示第20号に

定められた算式に基づき算出しております。 

尚、前連結会計年度末計数は、銀行法第52条の25の規定に基づく平成10年大蔵省告示第62号に定められた

算式に基づき算出しております。 

 




